（別紙様式３－１）

第　　　　　　号
令和　年　月　日
　　（申請機関）　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　福島県農林水産部長
就農促進に向けた研修機関の認定について（通知）
  令和○年○月○日付けで申請ありましたこのことについて、新規就農者育成総合対策事業（就農準備資金）等における研修機関等認定要領第５の規定により認定します。
記
１  認定年月日      令和　　年　　月　　日
２　認定の期間　　　令和　年度～令和　年度の３か年

３　認定番号　　　　R00-00-000-F0000

　　　　　　　　　　（初認定年度-農林-市町村-認定番号）

【留意事項】

1 　この通知は再発行しません。大切に保管してください。
2 　認定された研修内容等を変更する場合には、あらかじめ研修機関認定事項変更承認申請書（別紙様式４）により申請して、変更の承認を受けてください。
3 　認定研修機関を辞退する場合には、あらかじめ就農促進に向けた研修機関辞退届（別紙様式６）により届け出てください。
4 　この認定は、新規就農者育成総合対策事業（就農準備資金）等における研修機関等認定要領第７の規定に基づき、取り消しされる場合があります。

5 　新規就農者育成総合対策事業（就農準備資金）等の実施要綱、実施要領等の改正に伴う研修機関等の要件変更がある場合には、研修機関認定事項変更承認申請書（別紙様式４）による申請を求める場合があります。                                             　 

（別紙様式３－２)
第　　　　号
令和　年　月　日
　　（申請機関）　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　福島県農林水産部長
就農促進に向けた研修機関の認定申請について（通知）
  令和○年○月○日付けで申請のありましたこのことについて、新規就農者育成総合対策事業（就農準備資金）等における研修機関等認定要領第５に基づき審査した結果、認定されませんでしたので通知します。
                                             　 

（別紙様式７)
第　　　　号
令和　年　月　日
　　（認定研修機関）　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　福島県農林水産部長
就農促進に向けた研修機関の認定取消しについて（通知）
  令和○年○月○日付けで認定した研修機関（認定番号）について、新規就農者育成総合対策事業（就農準備資金）等における研修機関等認定要領第７の規定に基づき、認定を取り消すことを通知します。
記

１　認定取消し年月日　　　　令和　年　月　日
２　認定を取り消した理由
（別紙様式５－１)
第　　　　号
令和　年　月　日
　　（変更申請研修機関）　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　福島県農林水産部長
就農促進に向けた研修機関認定事項の変更承認について（通知）
  令和○年○月○日付けで申請ありましたこのことについて、新規就農者育成総合対策事業（就農準備資金）等における研修機関等認定要領６の規定により承認します。
記
１  変更承認年月日      令和　　年　　月　　日

２　変更を承認した事項等

【留意事項】

1 この通知は再発行しません。認定通知書（別紙様式３－１）とともに大切に保管してください。
2 変更後の認定有効期間は、現在承認されている３か年を上限とします。
3 変更が承認された内容等を変更する場合には、あらためて研修機関認定事項変更承認申請（別紙様式４）が必要です。
4 認定研修機関を辞退する場合には、あらかじめ就農促進に向けた研修機関辞退届（別紙様式６）により届け出てください。
5 この認定は、新規就農者育成総合対策事業（就農準備資金）等における研修機関等認定要領第７の規定に基づき、取り消しされる場合があります。

6 新規就農者育成総合対策事業（就農準備資金）等の実施要綱、実施要領等の改正に伴う研修機関等の要件変更がある場合には、研修機関認定事項変更承認申請書（別紙様式４）による申請を求める場合があります。                                          　 

（別紙様式５－２)
第　　　　号
令和　年　月　日
　　（変更申請研修機関）　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　福島県農林水産部長
就農促進に向けた研修機関の変更承認申請について（通知）
  令和○年○月○日付けで申請のありましたこのことについて、「新規就農者育成総合対策事業（就農準備資金）等における研修機関等認定要領」（以下「認定要領」という。）第６の規定により審査した結果、承認されませんでしたので通知します。

　なお、認定要領第３の規定に基づく認定要件を満たさなくなった場合、同要領第７の１（２）の規定により認定を取り消す場合があります。

記

１　変更を承認できない理由
                                             　 

